
牧港補給地区の全面返還及び跡地利用の促進を求める要請決議 
 

2013 年、日米間で合意された「沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画」に 
おいて、牧港補給地区については、「2024 年度又はその後」「2025 年度又はその後」と段階
的な返還の時期が示された。 

しかしながら、これらの節目の年度を経過した現在においても返還は実現しておらず、そ 
の具体的な時期についても依然として明らかにされていない。 

牧港補給地区は本市の中心部に位置し、本市の将来の都市形成や経済発展、交通体系、地 
域活性化を左右する極めて重要な区域である。地権者及び本市は、これまで一貫して区域全
体の返還を求めてきており、全面返還の実現は、市⺠の⻑年の願いであるとともに、本市の
まちづくりを進める上で極めて重要な課題である。また、返還の⻑期化は、市⺠⽣活や地域
経済、都市基盤整備に大きな影響を及ぼしており、一日も早い返還の実現が強く望まれてい
る。 

国においては、全面返還の実現を基本として日米協議を一層加速するとともに、返還の着 
実な前進と跡地利用を推進する観点から、地域の実情や将来のまちづくりを踏まえた返還
の在り方について幅広く検討し、跡地利用の円滑な推進につながる環境整備に取り組むこ
とが重要である。 

よって、本市議会は国に対し、牧港補給地区の全面返還の実現に向けた取組を一層推進す 
るとともに、地域の将来に資する返還及び跡地利用が円滑に進められるよう、次の事項につ
いて強く要求する。 

記 
 

１ 地権者及び本市の意向である牧港補給地区の全面返還の実現に向け、日米間の協議を 
一層加速すること。 

２ 全面返還の実現を基本としつつ、地域の実情を踏まえた返還の在り方について柔軟な 
選択肢を確保し、返還の進め方については地域や地権者の意見を反映すること。 

３ 返還後のまちづくりが円滑に進むよう、大規模駐留軍用地の跡地利用に係る制度の充 
実及び必要な制度設計について検討を進めること。 

４ 跡地利用に必要な財政的・技術的支援を着実に実施し、地域の負担軽減と持続可能なま
ちづくりを積極的に支援すること。 

 
 
以上、決議する。 
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